平成22年度一般会計等決算認定に対する附帯決議
　
　今年度の決算審査は、合併後最初の本格的な審査であり、各会計の決算書及び選定６事業について、事務事業等の管理運営や実施状況について審査した。
　審査の結果、全ての会計が黒字決算となっており、また、市の財政状況を示す経常収支比率や健全化判断比率は改善されているが、以下の点について留意し、今後の市政運営に当たられたい。
○各特別会計や企業会計の所管においては、一般会計からの基準外繰出金が最小限になるよう一層の経営努力を行うこと。
○公営住宅使用料を始めとする各種税・公共料金の未納対策については、民間のノウハウ等を調査研究し、市民負担の公平性の確保に努めること。
○九州大学関連道路（波多江泊線）整備事業については、県事業とはいいながらも、多額の市の負担を伴うことから、事業の必要性や妥当性を丁寧に市民へ説明すること。また、必要があれば事業の方法等を見直すよう福岡県と協議検討を行うこと。
○教育センターの運営については、旧自治会館への移転と併せて、教職員を対象とした研修を充実させる等効果的な運営を行うこと。
○健康づくり講座の実施については、市民ニーズが多いことから、期限を区切って、事業規模を拡大するとともに、備品等の充実を図ること。
○各種団体補助金については、内容の明確化を図るとともに、適正な処理がされるよう周知徹底すること。
